




【様式第3号】

東松島市 （単位：千円）

固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 118,386,496 180,901,666 △ 62,519,897 4,727

  純行政コスト（△） △ 33,214,748 △ 33,212,948 △ 1,800

  財源 32,195,175 32,195,175 -

    税収等 18,506,651 18,506,651 -

    国県等補助金 13,688,525 13,688,525 -

  本年度差額 △ 1,019,573 △ 1,017,772 △ 1,800

  固定資産等の変動（内部変動） △ 1,310,368 1,310,368

    有形固定資産等の増加 6,450,959 △ 6,450,959

    有形固定資産等の減少 △ 7,024,140 7,024,140

    貸付金・基金等の増加 2,527,026 △ 2,527,026

    貸付金・基金等の減少 △ 3,264,213 3,264,213

  資産評価差額 △ 200 △ 200

  無償所管換等 △ 395,908 △ 395,908

  他団体出資等分の増加 - △ 23,161 23,161

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 71,455 143,824 △ 72,369 -

  その他 6,856 - 6,856

  本年度純資産変動額 △ 1,337,369 △ 1,562,652 203,922 21,360

本年度末純資産残高 117,049,127 179,339,015 △ 62,315,974 26,087

連結純資産変動計算書
自　令和　6年　4月　1日
至　令和　7年　3月31日

科目 合計



【様式第4号】

東松島市 （単位：千円）

連結資金収支計算書
自　令和　6年　4月　1日
至　令和　7年　3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 28,904,876

    業務費用支出 10,922,944

      人件費支出 4,400,774

      物件費等支出 5,993,321

      支払利息支出 180,255

      その他の支出 348,593

    移転費用支出 17,981,932

      補助金等支出 15,036,556

      社会保障給付支出 2,890,555

      その他の支出 54,821

  業務収入 31,208,680

    税収等収入 17,152,642

    国県等補助金収入 11,214,486

    使用料及び手数料収入 1,935,121

    その他の収入 906,430

  臨時支出 106

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 106

  臨時収入 35,802

業務活動収支 2,339,500

【投資活動収支】

  投資活動支出 9,632,250

    公共施設等整備費支出 6,479,026

    基金積立金支出 2,038,746

    投資及び出資金支出 996,926

    貸付金支出 105,000

    その他の支出 12,552

  投資活動収入 6,288,481

    国県等補助金収入 2,627,822

    基金取崩収入 2,829,574

    貸付金元金回収収入 189,729

    資産売却収入 641,356

    その他の収入 -

投資活動収支 △ 3,343,769

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,495,615

    地方債等償還支出 2,430,480

    その他の支出 65,136

  財務活動収入 3,347,567

    地方債等発行収入 3,289,567

    その他の収入 58,000

前年度末歳計外現金残高 86,415

本年度歳計外現金増減額 △ 3,781

本年度末歳計外現金残高 82,634

本年度末現金預金残高 3,566,961

財務活動収支 851,951

本年度資金収支額 △ 152,318

前年度末資金残高 3,616,829

本年度末資金残高 3,484,327

比例連結割合変更に伴う差額 19,816



連結財務書類における注記 
 

１．重要な会計方針 

 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・・・再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

イ 昭和60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

（２）出資金の評価基準及び評価方法 

ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・出資金額 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（※）・・・・・・・・・・定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物      ８年～５０年 

工作物     ３年～６０年 

物品      ３年～２０年 

② 無形固定資産（※）・・・・・・・・・・定額法 

ソフトウェア ５年 

※リース期間が１年以内のリース取引、少額のリース取引、オペレーティング・リース取引に係るリ 

ース資産を除く。 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 



債権の不納欠損による損失に備えるため、過去5年間の平均不納欠損率または貸倒実績率等によ 

り徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する 

法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しますが、該当するものはあり 

ません。 

④ 賞与等引当金 

翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に 

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

（５）リース取引の処理方法 

① リース期間が１年以内のリース取引、少額のリース取引、オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。  

② ①以外のリース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

（６）資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（東松島市資金管理方針において、歳計現金等の 

保管方法として規定した預金等をいいます。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んで 

います。 

（７）採用した消費税及び地方消費税の会計処理 

税込方式によっています。ただし一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっていま 

す。 

 

３．重要な後発事象 

 

該当する事象はありません。 

 

４．偶発債務 

 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

該当する事象はありません。 



（２）係争中の訴訟等 

該当する事象はありません。 

 

５．追加情報 

（１）連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合

石巻地区広域行政事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 20.7100%

石巻地方広域水道企業団 一部事務組合・広域連合 比例連結 21.2600%

吉田川流域溜池大和町外3市3ヶ町村組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 4.0000%

宮城県市町村職員退職手当組合 一部事務組合・広域連合 （みなし連結） -

宮城県市町村非常勤消防団員補償報償組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 4.0000%

宮城県市町村自治振興センター 一部事務組合・広域連合 比例連結 3.3366%

宮城県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 1.6945%

株式会社 東松島観光物産公社 第三セクター等 全部連結 -  

連結の方法は次のとおりです。 

① 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

② 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としていま 

す。 

③ 第三セクター等は、出資割合等が50％を超える団体（出資割合等が50％以下であっても業務運 

営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部連結の対象としています。

また、いずれの地方公共団体にとっても全部連結の対象とならない第三セクター等については、

出資割合等や活動実績等に応じて、比例連結の対象としています。ただし、出資割合が25％未満

であって、損失補償を付している等の重要性がない場合は、比例連結の対象としていない場合が

あります。 

 ④ 有形固定資産の明細における前年度の本年度末残高と当年度の前年度末残高は、連結対象団体の

比例連結割合変更により一致していません。 

（２）出納整理期間 

地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間にお

ける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

（３）表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 



連結附属明細書

自治体名：東松島市 年度：令和6年度
会計：連結会計

（単位：千円）

区分
前年度末残高


(A)
本年度増加額


(B)
本年度減少額


(C)

本年度末残高

(A)+(B)-(C)


(D)

本年度末

減価償却累計額


(E)

本年度償却額

(F)

本年度末

減損損失累計額


(G)

本年度減損額

(H)

差引本年度末残高

(D)-(E)-(G)


(I)
事業用資産 115,414,653 5,039,048 2,108,049 118,345,652 42,468,717 2,159,392 - - 75,876,935
　土地 32,783,764 2,072 16,412 32,769,424 - - - - 32,769,424
　立木竹 64,004 - - 64,004 - - - - 64,004
　建物 76,407,412 3,085,917 833,748 78,659,581 39,155,480 1,992,117 - - 39,504,101
　工作物 5,050,059 637,190 100,742 5,586,507 3,272,988 166,961 - - 2,313,519
　船舶 42,034 3,145 2,099 43,080 40,249 314 - - 2,830
　浮標等 - - - - - - - - -
　航空機 - - - - - - - - -
　その他 35 - 35 - - - - - -
　建設仮勘定 1,067,345 1,310,724 1,155,013 1,223,056 - - - - 1,223,056
インフラ資産 214,485,065 2,701,217 2,139,067 215,047,216 131,190,749 3,838,565 - - 83,856,467
　土地 13,426,713 25,657 142,828 13,309,542 - - - - 13,309,542
　建物 16,936,238 597,616 12,144 17,521,711 12,205,257 253,371 - - 5,316,453
　工作物 183,146,966 1,564,669 1,523,912 183,187,723 118,985,491 3,585,194 - - 64,202,232
　その他 - - - - - - - - -
　建設仮勘定 975,148 513,275 460,183 1,028,240 - - - - 1,028,240
物品 10,563,747 204,256 27,748 10,740,256 5,756,608 575,561 - - 4,983,647
合計 340,463,466 7,944,522 4,274,864 344,133,124 179,416,074 6,573,519 - - 164,717,049

有形固定資産の明細
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